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要旨 現在、日本人の働き方について、さまざまな分野から疑問が提起されており、その問い直しの作業が始まっている。本報告書は、働き

方の問い直し作業で不可欠と思われる、「職業と家庭生活の関係」に焦点を置き、全国の２５－６９歳の男女各３，０００人とその配偶

者を対象に実施した調査データを用いて、職業キャリアの変化、家族や家庭内分業の実態、生活支援ネットワークの作用、夫婦キャ

リアの変化等、多角的に検討を加え、今後の留意すべき諸点を明らかにしている。

（１）転職傾向は、企業規模や学歴によって影響されるが、それらの動向を分析すると、戦後の高度成長期以降一貫して強まる傾向で

推移している。近年の若年層の転職傾向は極めて高い。

（２）女性の結婚・出産等のライフコースの変化は、もっぱら、高学歴化、未婚期の就業率の上昇によるものである。今後、高学歴化、

就業率の上昇が続けば、晩婚化、少子化はさらに進むものと予想される。

（３）現代日本の家族は、「核家族」と「直系拡大家族」と「夫婦のみの家族」が主流であり、この三種類で全体の８割を占める。女性の

職業キャリアの継続にとって、直系拡大家族はプラスに影響するが、この効果は親世代の年齢によって変化し、親の年齢が比較的

若い時は就業継続にとってプラスに働くが、恒例になると一転して継続の阻害要因になる。

（４）日本人のパーソナルなネットワークは、親族を中心に形成され、職場や友人関係は少ないのが特徴である。女性は男性より大き

いネットワークを形成している。男性は職場ネットワークは大きいが、全体としては女性に比べてサイズが小さく、生活に密着したネッ

トワークが小さいのが特徴である。

（５）世帯を夫婦のキャリアとして捉えると、世帯は、外部に向けては、妻の雇用の拡大（共働き世帯の増加）という形で劇的な変化を

遂げる一方で、世帯の内部では、妻が家事負担を一手に担う状況が続いており、伝統的な性別役割分担に変化は生じてないという、

きわめて変則的な経過をたどっている。
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